
事業実施年度の翌々年度までに、
・新品種の作付面積が事業対象の豆の全体の作付面積に対して
占める割合を４ポイント以上増加

・事業対象の豆の10a当たりの労働時間を3%以上削減
・事業対象の豆(種子用に限る)の更新率を１ポイント以上向上 等

豆類の安定生産を図るため、複数年契約取引の拡大や、新品種の導入等を支
援します。

令和６年度補正予算 畑作物産地生産体制確立・強化緊急対策事業のうち

豆類関係対策の概要

事業実施年度の翌々年度までに、
・複数年契約取引数量が事業対象の豆の全体の取引量に対して
占める割合を２ポイント以上増加

・事業対象の豆の導入比率を２ポイント以上増加
・事業対象の豆(種子用に限る)の更新率を１ポイント以上向上 等

成果目標

支援単価等

事業実施主体 農業者の組織する団体 等

小豆、いんげん及び落花生の安定生産を図るため、複数年の契約取引を導入し実
需者等と結び付いた供給体制を構築する取組を支援します。

・支援単価：4,000円/10a
・補助金額＝（  A －    B ）÷  C  ×支援単価

A：事業実施年産の補助対象となる契約取引数量（kg）
B：事業実施前年産の補助対象となる契約取引数量（kg）
C：補助対象品目に係る地域の平均単収（kg/10a）

小豆、いんげん及び落花生の安定生産を図るため、需要に応じた収益性・作業性等
の向上に資する新品種を導入する取組を支援します。

事業実施主体 農業者の組織する団体 等

成果目標

・支援単価：7,500円/10a
・対象面積：新品種の導入面積のうち前年産からの増加分

支援単価等

２．豆類の新品種導入

１．豆類の複数年契約取引

取組要件等については、農林水産省Webページ掲載の「畑作物産地生産体制確立・強化緊急対策事
業交付等要綱」等にてご確認願います。https://www.maff.go.jp/j/seisan/tokusan/index.html
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